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本稿では、菊池市、合志市、大津町、菊陽町における人口動態を明らかにするため国勢調査な

どの人口データを基に実証的な分析を行う。分析からは、地域の中核となる都市が周辺自治体の

人口動態に影響を与えていることが分かった。また、出生数が増えている自治体においても、合

計特殊出生率は人口置換水準を満たしておらず、人口減少の根本的解決には至っていないことも

分かった。これらのことは、今後、基礎自治体が政策立案していく上で議論が必要となる論点で

ある。

1．はじめに

(1)研究の目的

本稿ではわが国の「人口減少」に関心を持ち、基礎自治体（人口3～5万人程度）にお

ける人口について、その属‘性や時間的・空間的な変化を実証的に分析し、今後自治体が政

策のあり方を考える際の論点を探ることを目的としている。

(2)研究の背景

2014年、日本創生会議が人口減少に関するレポートを発表したのを機に、わが国でもに

わかに人口減少に対する関心が高まっている。人口数や人口構造は、コミュニティや地域

社会、産業活動、さらに自治体における担税力や義務的経費など幅広く影響を与える。

政府は、昨年発表した新たな「国土のグランドデザイン」の中で人口減少を重要課題と

して位置づけている。また、自治体の中には総合計画に将来目標人口を掲げているところ

も存在する。このように人口減少は国や地方自治体にとっても重要な政策課題と言える。

(3)研究対象

本稿では、自治体の人口動態に地方の中核となる都市（熊本市）が与える影響を分析す

るため、熊本都市圏内の合志市、菊陽町、大津町とこれらと隣接しているものの都市圏外

の菊池市を対象として用いる。これらの4市町は、現在菊池広域連合を形成している。

2．分析の方法

分析には昭和60年～平成22年の国勢調査（総務省統計局)、平成7年～22年の人口動態

統計（厚生労働省)、平成25年3月推計の日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人

口問題研究所)、平成7年～25年の熊本県推計人口調査（熊本県）のデータを用い、自治

体別、男女別に通時的比較、共時的比較、コーホート分析を行った。
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3．分析

(1)自治体別昼夜間人口比較

対象とした4市町の昼夜間人口をみてみると、隣接する自治体同士でありながら昼間人

口が多い自治体と、夜間人口が多いいわゆるベッドタウンとなっていると推察される自治

体に分かれることが分かった。夜間人口が昼間人口を上回る自治体では、その地域がベッ

ドタウンとなっていると考えられ、合志市や菊陽町がそれに該当する（図－1）。また、合

志市、菊陽町、大津町はいずれも熊本都市圏の対象地域となっており、熊本都市圏ビジョ

ンによると、熊本市を中心としてその周辺地域に通勤通学区域が広がっていることが伺え

ることからも、地方の中核都市である熊本市のベッドタウンになっていると考えられる。
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図－1自治体別昼夜間人口比較

(2)自治体別男女コーホート比較

コーホート分析から、合志市、菊陽町は定住の場として選ばれている可能性が高い。合

志市、菊陽町においては20～24歳以降年齢を重ねるにつれて人口が増加していることが分

かる（図－2，3）。これは、就職、結婚、出産等を通じ、定住地としてこの地域が選択さ

れていることが考えられる。地理的にも熊本市に近い合志市や菊陽町が定住地として人々

に選ばれ、ベッドタウンとして人口が増加していると考えられる。また、自治体別人口の

社会増減推移を見ても、大津町を含む熊本都市圏内の3市町は社会増となっているが、都

市圏外の菊池市では社会減の傾向にあることが分かった（図－4)。このことから、自治体

の人口動態には地方の中核都市の影響があるものと考えられる。さらに、大津町を除いた

3市町では、20～24歳時に一時的に人口減少しており（表-1)、いずれの市町においても

熊本市が転出先として最も多くなっていることから、高校卒業後、熊本市内への就職、就

学に伴う転出が多いと推測される。
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図－2自治体別1966～1970年生まれ女性コーホート分析結果
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図－3自治体別1966～1970年生まれ男性コーホート分析結果

表－1自治体別転出先ランキング

(注）単位：人、（）内は県内転出合計に占める割合、％
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1位 2位 3位 県内転出計 県外転出計

菊 池市
熊本市

427(41.7）

合志市

159(15.5）

山鹿市

99(9.7） 1025 640

大津町
熊本市

411(38.6）

菊陽町

151(14.2）

菊池市

86(8.1） 1064 755

菊陽町
熊本市

698(51.8）

合志市

237(17.6）

大津町

113(8.4） 1348 975

合 志市
熊本市

743(54.2）

菊陽町

183(13.3）

菊池市

108(7.9） 1371 915
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図－4自治体別人口の社会増減推移

(3)再生産年齢（15～49歳）人口数比較

ここでは、15～49歳の「再生産年齢人口」についてみてみたい。熊本市のベッドタウン

と考えられる合志市と菊陽町では、再生産年齢人口が増加していることが分かった。その

一方、熊本都市圏に入らない菊池市では再生産年齢人口が減少傾向にあることも分かった。

男女とも1985年には最も人口が多かった菊池市は減少傾向にあり、近年では熊本都市圏に

おいてベッドタウンと考えられる合志市を下回っている（図－5，6）。合志市の再生産年

齢人口数（女性）は、2000年以降わずかに減少しているものの男女とも4市町の中で最も

多い。また、同じくベッドタウンと考えられる菊陽町では、その数は男女ともに近年急激

な増加傾向にある。1985年には倍近くの差があった菊池市と、2010年にはわずかな差となっ

た。
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図－5自治体別再生産年齢人口数（女性）
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図－6自治体別再生産年齢人口数（男性）

(4)自治体別出生数比較

自治体別に出生数をみてみると、再生産年齢人口数と出生数との間に関係があることが

伺える。再生産年齢人口が増加している合志市、菊陽町では出生数も年々増加しており、

再生産年齢人口が減少している菊池市においては出生数が減少していることから、再生産

年齢人口の動向が出生数の増減に影響していると考えられる（図－7）。ただ、ある地域に

おいて出生数が増加したとしても、女性一人当たりが生む子の数が必ずしも増加している

とは限らないことに注意が必要である。また、2005～2010年にかけては、いずれの市町で

も出生数が増加している。これは、団塊ジュニア世代の出生時期が影響している一時的な

ものと考えられる。

700－一一一一一

600 q竿君訂一一＝▲－1－－

一
一
一
二

１
ｒ
；
！
‐
１
‐
‐
１
１
戸
‐
！
！
‐
庁
ｉ
‐
！
；
，
’
一
‐

０
０
０
０

釦
如
釦
釦

（
く
）
無
禦

毛圭上等÷L4卓-1-③＝→■ざ＝

池
志
津
陽

菊
合
大
菊

市
市
町
町

一
一
一
一圭一一一二一二一一一一マーq－■-F‐---＝■

100い……一一…一一一

04一一……一…一…

1995 200020052010

年次（年）

図－7自治体別出生数
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(5)自治体別合計特殊出生率比較

1人の女'性が一生の間に産む子どもの数を示す「合計特殊出生率」をみてみると、出生

数が増加している自治体においても、女性一人あたりが生む子の数は依然少ないことが分

かった。合志市は4市町の中で出生数が最も多かったが、これまで合計特殊出生率が最も

高くなったことはない（図－8)。つまり、合志市の出生数の増加は、女‘性一人当たりの生

む子の数が他市町と比較して多いということではなく、再生産年齢人口の増加自体が影響

していることが分かる。同様に、菊池市において出生数が減少している原因は再生産年齢

人口の減少自体が直接影響していると考えられる。

4つの市町は県や国の合計特殊出生率をいずれも上回っている。しかし、地域で人口数

を維持するためには、人口置換水準（2.1）を継続的に満たす必要がある。つまり、現在

出生数が増加しているように見える自治体でも、合計特殊出生率の上昇が見込めなければ

将来の人口減少は避けられないということである。
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図－8自治体別合計特殊出生率

(6)従属人口指数、老年人口指数、年少人口指数比較

今後、いずれの自治体においても高齢者割合の高まりが義務的経費増加の主因となると

考えられる。しかし、年少人口の割合の多寡によってそのスピードは自治体間で差が出て

くることが分かった。従属人口指数はいずれの自治体でも今後増加が予測されている

(図－9）。とりわけ、2015年以降その指数は大きく上昇することが予測されているが、そ

の後の上昇程度は菊池市と他3市町では差が出るはずである。従属人口指数を老年人口指

数と年少人口指数に分けると、上昇の主な原因が老年人口指数にあることが分かる。老年

人口指数は、2000年の菊陽町、大津町の変則的な動きを除くと全体的には一貫して上昇し

ている（図-10)。その一方で、年少人口指数は全体的に減少傾向を示している（図-11)。

しかし、合志市、菊陽町では2005年以降年少人口指数が一時的に上昇していることから、

年少人口指数は老年人口指数と同様に義務的経費の増加要因であるが、将来的には生産年

齢人口を供給することになると考えられ、このことが、合志市と菊陽町の従属人口指数の
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図-11自治体別年少人口指数

4．考察

本稿では、基礎自治体が政策のあり方を考えるための重要なファクターのひとつである

人口、とりわけ少子化による人口減少に注目し、熊本県の菊池広域連合を形成する4市町

を事例にその属性や時間的・空間的な変化を探るため人口動態把握を試みた。これらの分

析から以下の2つのことが明らかとなった。

1点目は、地方の中核となる都市（熊本市）が周辺自治体の人口動態に影響を与えてい

るということである。分析からは、合志市や菊陽町はその地理的要因から定住の地として

人々に選択されていると考えられ、熊本市のベッドタウンを形成していると考えられる。

これらの地域では再生産年齢人口が増加し、それに伴い出生数も増加していた。一方で、

熊本都市圏外にある菊池市では、再生産年齢人口の減少と共に出生数も減少していること

が分かった。15～49歳という若い世代の減少は、従属人口指数を将来に渡って押し上げ、

自治体の義務的経費を増加させる。持続可能な自治体づくりにはこの若い世代の獲得と出

生数の回復が必要である。しかし、これら人口動態を読みとく上で気をつけなければなら

ないことが2つある。

1つは、国内におけるこの若い世代の人数は限られているということである。ある自治

体の若者が移動によって増えれば、他の自治体の若い世代の人数は必然的に減少するとい

うことである。

2つ目は、限られた人数を奪うための自治体間における高福祉化競争は社会的ジレンマ

の性格を持っているということである。他の自治体を出し抜く若い世代を呼び込むための

政策は、他の自治体が同様の政策をまだ行っていない状況下では有利に働くが、同水準の

政策が並び始めるとさらなる条件を上積みしなければ目立つことはできず、その結果社会

が負担するコストは全体的に上昇する。また、仮に自治体が若い世代の獲得に成功し出生

数を回復させたとしても、それが急激な増加であれば社会的コストの上昇が考えられる。

人口学的に言えば、保育所不足による待機児童問題が挙げられるように、年少人口の増加

は、一時的に社会コストを上昇させるとされているからである。
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今後、各自治体では高度成長期以降に集中整備されたインフラの老朽化が進む。人口減

少が進むことを考えると、自治体ごとにフルセットのサービスや施設を整備することは厳

しくなるだろう。ソフト、ハードの行政サービスの全てを自前でそろえるのではなく、よ

り広い範囲の中で各ポイント同士を繋ぐネットワーク型の自治体戦略が必要となってくる

のではないだろうか。

2点目は、いずれの自治体においても人口減少の根本的な解決には至っていないという

ことである。今回の分析から、出生数が増加している自治体においても合計特殊出生率の

回復には至っていないことが分かった。

人口減少に対する対策は、これまでも政府、自治体で幅広くなされてきた。出生率の回

復など、今までの人口減少に対する取り組みの効果を検討するには、長期的な視野が必要

ではある。この際、出生数だけでなく、それと併わせて合計特殊出生率との関係を読み解

くことでより地域の現状が見えてくるのではないかと考える。

5．おわりに

わが国の人口問題を語るとき、「少子高齢化」という言葉がよく使われる。しかし、高

齢化と少子化を分けて考えるとそこには決定的な違いがあることが分かる。すなわち、高

齢化は避けることのできない「決まった未来」であるのに対し、少子化は変えることが可

能な「選択できる未来」であるということである。出生率回復に向けた希望的な政策アプ

ローチと同時に、現実に訪れる人口減少社会を各地域で正しく認識し、その環境変化に適

応できる広域的な自治体間のネットワークのような社会づくりのための政策アプローチが

必要である。
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ANALYSISOFPOPULATIONDYNAMICSINLOCAL

GOVERNMENT

KentaroSONODA

Inthisstudy,thegoalistorevealthedemographicsoflocalgovernment.Iusedthepopulation

data,suchascensusintheanalysis.Fromtheanalysis,Ifoundthatthecityattheheartofthe

regionisaffectingthepopulationdynamicsoftheperipheralmunicipalities.Inaddition,thebirth

rateofthemunicipalityisalowlevel.Therefore,alsoIfoundthatnotbeenabletofundamentally

solvethepopulationdecline.Thesethings,future,isanissuethatrequiresdiscussiononthelocal

governmentscontinuetopolicymakers.

－130－


	表題
	1. はじめに
	(1)研究の目的
	(2)研究の背景
	(3)研究対象

	2. 分析の方法
	3. 分析
	(1)自治体別昼夜間人口比較
	(2)自治体別男女コーホート比較
	(3)再生産年齢（15～49歳）人口数比較
	(4)自治体別出生数比較
	(5)自治体別合計特殊出生率比較
	(6)従属人口指数、老年人口指数、年少人口指数比較

	4. 考察
	5. おわりに
	参考文献

